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多
国
籍
企
業
の
租
税
回
避
を
ど
の
よ
う
に
防
止
す
る
か
は
各
国
に
と
っ
て
長
年
の
課
題
で
あ
り
、
我
が
国
で
は
、
平
成
三
十

年
度
税
制
改
正
で
「
恒
久
的
施
設
」
の
定
義
を
変
更
し
、
日
本
で
多
額
の
売
上
を
上
げ
て
い
る
も
の
の
日
本
に
「
恒
久
的
施

設
」
を
有
し
て
い
な
い
と
し
て
法
人
税
の
納
税
を
行
っ
て
い
な
い
、
も
し
く
は
極
め
て
少
額
の
納
税
し
か
行
っ
て
い
な
い
多
国

籍
企
業
へ
の
課
税
を
行
お
う
と
し
た
も
の
の
、
米
国
に
拠
点
の
あ
る
企
業
に
関
し
て
は
、
日
・
米
租
税
条
約
の
規
定
に
よ
り
変

更
後
の
定
義
が
適
用
さ
れ
な
い
状
態
と
な
っ
て
い
る
。 

 

他
方
、
各
国
は
、
多
国
籍
企
業
の
租
税
回
避
を
防
止
す
る
た
め
、
一
方
的
措
置
の
実
行
を
始
め
て
い
る
。
例
え
ば
、
英
国
に

お
い
て
は
、
二
〇
二
〇
年
四
月
か
ら
、
年
間
収
益
の
閾
値
を
超
え
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
メ
デ
ィ
ア
サ
ー
ビ
ス
等
の
運
営
企
業
に
対
し

て
、
控
除
額
を
超
え
る
英
国
デ
ジ
タ
ル
収
益
の
二
パ
ー
セ
ン
ト
を
徴
収
す
る
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
税
（
Ｄ
ｉ
ｇ
ｉ
ｔ
ａ
ｌ 

Ｓ

ｅ
ｒ
ｖ
ｉ
ｃ
ｅ
ｓ 

Ｔ
ａ
ｘ
）
を
導
入
し
た
。
そ
の
他
、
欧
州
で
は
、
フ
ラ
ン
ス
、
イ
タ
リ
ア
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
チ
ェ
コ
、

ハ
ン
ガ
リ
ー
、
ラ
ト
ビ
ア
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ポ
ー
ラ
ン
ド
、
ス
ロ
バ
キ
ア
、
ス
ロ
ベ
ニ
ア
、
ス
ペ
イ
ン
、
ト
ル
コ
等
が
次
々
と

デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
税
の
導
入
を
進
め
て
い
る
と
さ
れ
る
。 

 

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
昨
年
十
月
、
「
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
包
摂
的
枠
組
み
」
会
合
に
お
い
て
、
国
際
課
税
の
新
た
な
ル
ー
ル
に
関
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す
る
合
意
が
な
さ
れ
た
。
同
合
意
で
は
、
第
一
の
柱
と
し
て
、
「
世
界
全
体
で
上
げ
て
い
る
売
り
上
げ
が
二
百
億
ユ
ー
ロ
を
超

え
、
か
つ
、
利
益
率
が
十
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
多
国
籍
企
業
を
対
象
と
し
て
、
十
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
る
残
余
利
益
の
二
十

五
パ
ー
セ
ン
ト
」
部
分
に
対
す
る
課
税
権
に
つ
い
て
、
利
益
が
生
じ
た
国
で
な
く
、
売
り
上
げ
が
生
じ
た
国
に
配
分
さ
れ
る
こ

と
が
、
ま
た
第
二
の
柱
と
し
て
、
「
各
国
共
通
の
最
低
法
人
税
率
の
設
定
（
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
）
に
よ
り
、
多
国
籍
企
業
の
租

税
回
避
を
防
止
す
る
こ
と
」
が
示
さ
れ
た
。 

 

右
に
対
し
、
我
が
国
財
務
大
臣
は
、
二
〇
一
三
年
の
Ｂ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
立
上
げ
時
か
ら
、
国
際
課
税
改
革
に
関
す

る
議
論
を
一
貫
し
て
主
導
し
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
り
、
百
年
来
続
い
て
き
た
国
際
課
税
原
則
の
見
直
し
が
今
般
、
グ
ロ
ー
バ
ル

な
枠
組
み
の
下
で
合
意
さ
れ
た
こ
と
を
高
く
評
価
す
る
と
し
、
今
後
、
多
国
間
条
約
の
策
定
・
批
准
や
、
国
内
法
の
改
正
に
向

け
、
引
き
続
き
、
各
国
と
協
調
し
つ
つ
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
と
の
談
話
を
発
表
し
て
い
る
。 

 

以
上
を
踏
ま
え
、
多
国
籍
企
業
の
租
税
回
避
防
止
に
関
す
る
我
が
国
の
考
え
を
確
認
し
た
く
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
質
問
す

る
。 

一 

国
際
社
会
に
お
い
て
は
、
各
国
の
一
方
的
措
置
が
国
際
慣
習
法
の
形
成
や
条
約
の
締
結
に
結
実
す
る
こ
と
が
往
々
に
し
て

あ
る
が
、
多
国
間
条
約
が
未
整
備
の
現
状
に
お
い
て
、
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
税
を
我
が
国
に
お
い
て
導
入
す
る
こ
と
は
国
際



 

３ 

 

法
上
許
容
さ
れ
る
と
考
え
る
の
か
、
政
府
の
見
解
を
問
う
。 

二 
上
述
の
財
務
大
臣
談
話
に
お
い
て
、
「
今
後
、
多
国
間
条
約
の
策
定
・
批
准
や
、
国
内
法
の
改
正
に
向
け
、
引
き
続
き
、

各
国
と
協
調
し
つ
つ
取
り
組
ん
で
ま
い
り
た
い
」
と
述
べ
て
い
る
が
、
我
が
国
政
府
が
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
税
の
導
入
を
検

討
し
て
い
る
事
実
は
あ
る
か
。 

三 

我
が
国
が
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
税
を
導
入
し
た
場
合
、
米
国
に
拠
点
の
あ
る
企
業
に
対
し
て
も
同
税
の
徴
収
が
可
能
に
な

る
の
か
、
政
府
の
見
解
を
問
う
。 

 

右
質
問
す
る
。 


